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私たちの税金 取り方と使い方
2019年広島市母親大会

2019/05/12

二見伸吾（広島県労働者学習協議会講師）

●はじめに

令和リフォーム(reform＝改革）詐欺

「さぁ、新時代の幕開けに乾杯！これからきっと、ワクワクするような未来が

私達を待っています」（プレミアムモルツCM）

「ありがとう平成 おめでとう令和キャンペーン」（ゆめカード）

「ハッピー新時代」「AI（人工知能）診断 令和で身近に」

「花と笑顔 新時代祝う」「令和 花開く」（中国新聞）

「冷戦後の米国一強だった平成が終わり、令和は国際的にも多極化が進み、米

国主導の単一のイデオロギー、正義が通用しなくなるだろう」三浦瑠麗

7月 参議院議員選挙

10月 消費税10%増税か？

2020年7月 東京オリンピック その前後で改憲？

1．消費税とはなにか

●もともとない税金

1989年4月1日からスタート。それまではなかった税金。決定し実施したのは

竹下登内閣だが、国会議員は1986年7月の衆参同日選挙で圧勝した選挙で選ば

れている。このときの総理＝自民党総裁は中曽根康弘。1986年7月の衆参同日

選挙で、「国民や自民党員が反対する大型間接税はやらない。この顔が嘘をつく

顔に見えますか？」とウソをついた。
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竹下総理大臣は、89年6月には消費税導入とリクルート事件の責任を取って辞

任。

●課税のルール

人間らしく生きる権利と「所得の再分配」

①生計費非課税原則～最低限度の生活を維持するために必要な部分を除いた残余

に対して税金は課されるべき→所得控除

②応能負担原則～税金は支払い能力に応じた公平な負担にしなければならない

③資産所得重課・勤労所得軽課原則～資産所得（利子・配当・不動産・山林・譲

渡など）に比べ、勤労所得は不安定であり担税力が弱く軽度の税率にすべき

●消費税の３つの特徴

①所得の少ない人ほど負担が重い

所得別消費税負担率の「逆進性」

400万円未満世帯の負担率は1000万円以上世帯の2.04倍に

2017年日本生協連「消費税しらべ」より
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②大企業は払う必要がなく（「消費」税）、しかも輸出企業は「戻って」くる。

消費税は消費者が負担する税金

大企業だって消費している？

輸出戻し税（還付金） 還付額は消費税の税収全体のおよそ25％

▼輸出戻し税の理屈

消費税は日本の税制なので

輸出品は消費税を免税され

る。

しかし輸出企業は仕入れの

際に消費税を支払っている。

仕入れに掛かった消費税を政

府から還付する制度が輸出戻

し税である。

本来は輸出品に関連する取

引全てに消費税を免除するシ

ステムであるが、事務処理の

都合等で、最後で帳尻を合わ

せる形を取っている。

（はてなワードより。一

部改変）

全国商工新聞

2018年11月5日付
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③消費税の本当の使い道は法人税減税＋金持ちの所得税減税

▼所得税 フラット化という名の金持ち減税
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▼1億円を超すと減っていく所得税

所得税は株や土地取引で得たもうけは他の所得と分離して申告することがで

きるようになっており、しかも税率が一律20％（国税と地方税）と低く抑えら

れているため、所得が1億円を超えると、税金の負担率は低くなる。

2．消費税増税は何のため？

●神輿に騙されていませんか

担ぐ人 20歳～64歳 担がれる人 65歳～
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→ 高齢化社会危機論 社会保障は支えられない

医療年金の削減と消費税の増税はやむなし

ちょっと待った！ 65歳以上はみんな支えられる側？

20歳～64歳でも働いていない人はいる。学生、専業主婦、ひきこもり…

▼65歳以上の人は支えて（働いて）ないの？

全産業の就業者数の推移をみると、2016年時点で全就業者数（6,465万人）

のうち、60～64歳の者は8.1％、65～69歳の者は6.8％、70歳以上は5.1％と

なっており、就業者に占める高齢者の割合は増加傾向である。

（2017年版『高齢社会白書』）

▼ワーキングプアで支えられる？

非正規雇用労働者 1984年 15.3% → 2016年 37.5%

▼女性（15歳～64歳）の就業率

1986年 57.1% → 2016年 72.7%

働いている人とそうでない人の比率は

100年ずっと１：２

年齢だけでみることの誤り
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●消費税は医療・福祉には使われない

3．問題大あり！ 10％増税

●混乱必至 複数税率＆ポイント還元

▽買うもの＝食料品かそれ以外か

▽買う場所＝大企業の店か中小業者か

コンビニか

▽買い方＝現金かクレジットカードか
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消費税の実質負担率が１０、８、６、５、３％の５段階。

★リポビタンＤ（医薬部外品）

大手スーパー…１０％

近所の薬局…現金：１０％、カード：ポイント還元で実質５％

コンビニでカード…２％還元で実質８％

★オロナミンＣ（清涼飲料水＝食料品）

大手スーパー…８％

中小小売店…現金：８％、カード：３％。

コンビニ…現金：８％、カード：６％。

▼決済手数料は販売店負担

飲食店5％程度／小売店4％程度／デパート2％程度／コンビニなど1％程度

端末本体と設置費用が全額補助（決済業者が1／3、国が2／3）

2019/10/1～2020/6/30だけ 決済手数料3.25％以下

（その1／3を国が補助）

決済には時間がかかる＝売れてもすぐ現金が入らない

●ポイント還元の隠された狙い

キャッシュレス化 「店舗等の脱税防止や消費活性化」

消費情報の収集 共謀罪――マイナンバー――ポイント還元

●プレミアム付き商品券 1723億円

「消費税・地方消費税率の10％への引上げが低所得者・子育て世帯（0～2歳

児）の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支え」

対象 2019年度の住民税非課税世帯

2016年4月2日～2019年9月30日までに生まれた子どもがいる世帯

5000円で「消費に与える影響を緩和」「地域における消費を喚起・下支え」

できます？
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●住宅購入支援 2085億円

家を買わない人には関係ありません

住宅ローン控除 2019年10月１日から2020年12月31日までの間に居住の用

に供した場合は控除期間が13年間となり、さらに減税。

所得の多い人ほど減税になる

●防災・減災対策 1兆3475億円

・堤防の強化や土砂災害防止のためのインフラ整備 ７１５３億円

・ため池の改修・補強や、漁港の補強など １２０７億円

・自衛隊を災害派遣した際の活動に必要な資機材の整備など ５０８億円

・学校施設の耐震化や地震津波の観測網整備など １５１８億円

・災害時に生活支援の拠点となるコンビニエンスストアを対象とした自家発電

設備導入の補助など ３２９億円

・製油所・油槽所の耐震化 １３４億円

・災害拠点病院の耐震化など ７５億円。

防災・減災も消費税頼みに

●対策がいるのなら中止すればよい

消費税は景気を冷え込ます。 2％増えれば、2％購買力が落ちる。

324万円→330万円 6万円分 何かを買い控える（安いものにする）

540万円→550万円 10万円分

「今回の消費増税の効果は、手厚い増税対策をしても、増税後の経済への悪影

響が避けられない一方で、肝心の財政赤字を縮小させる効果は極めて限定的」

（第一生命経済研究所の永濱利廣・首席エコノミスト）
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▼会社員の手取りも減っている

「子ども手当」の整理・縮小

社会保険料率の引き上げ

消費税率の引き上げ

「高所得者」向けの負担増（児童手当

の所得制限、給与所得控除の上限引き

下げ、配偶者控除の所得制限）

4．ここがおかしい 税金の使い方

●2019年度予算 総額99兆円

■足りない、少ない、増やしましょう

▼社会保障34兆円(34.2%）～医療、福祉、年金など

▼地方交付税交付金16兆円(16.1%）～県・市町村の予算へ

▼文教および科学予算5.4兆円（5.4%)

■減らしましょう

▼防衛費5.2兆円（5.4%）

～国防という名の戦争準備

兵器の購入、人件費

「軍事費削って福祉暮らしの充実を」

の意義と限界

～人件費が約4割（2.2兆円）
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■必要なものは増やしましょう

いらないものは止めましょう

▼公共事業6兆円(6.1%）

～道路、港湾、上下水道、治山治水

ムダな公共事業はなくならず、

必要な公共事業は減らされている

■払いたくないけどしょうがない

▼国債費23.5兆円（23.6%）

～過去の公共事業の借金返済・利払い

5．こうすればいいんです

（1）増税しましょう。 増税といえば消費税と思い込んでいませんか？

▼法人税率の引き上げ
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▼実際には税金をほとんど払っていない大企業

①三井住友 FG（ファイナンシャルグループ）

税引前純利益1479億8500万円

→実際に支払った法人税等300万円（0．002％）

②ソフトバンク 788億8500万円→500万円(0.006%)

③みずほ FG 2418億9700万円→2億2600万円(0.09%)

④三菱 UFJ FG 1886億9900万円→5億7700万円(0.31%)

⑤みずほコーポレート銀行 2577億7300万円→67億1400万円(2.60%）

（富岡幸雄『税金を払わない巨大企業』文藝春秋）

▼所得税も緩められた累進性を元へ戻す →4頁

（2）税収確保の仕方

①法人税の累進化で19兆円も税収アップ

税理士、菅隆徳さんが試算（全国商工新聞 2018年10月15日号）

②あれこれ組み合わせて23兆円（日本共産党の財源提案）
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③不公平税制を是正して18兆円（国公労連「税制改革の提言」）

④労働条件の改善も税収アップへ（労働総研「2019春闘提言」）
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※消費税導入までは税収と歳出のバランスはとれていた。

●まとめにかえて

「未然に防ぐ」という高度なたたかいという自覚を


